
【通知】 要件を柔軟に取り扱うことが可能（＝巡回実施に日数、回数の制限はありませ
ん）。さらに、「実施計画」は適切な時期に事後的に提出することが可能。

（同日同時間帯、それぞれの場所ごとに実施責任者を定めて行うことも可能）

ワクチンの迅速な接種のための体制確保
に係る医療法上の臨時的な取扱いについて①

令和３年２月１日付け厚生労働省医政局総務課事務連絡により下記のとおり取り扱います。

① 巡回健診等として実施する場合の実施回数（日数）に係る要件の緩和

「医療機関外の場所で行う健康診断等の取扱いについて」（平成7年11月29日健政発第927号厚生省健康
政策局長通知）

【従前】 「定期的に反復継続（おおむね週2回以上）または一定の地点において継続（お
おむね3日以上）して行われることのないもの」に該当することが要件

② 新たに診療所を開設する場合の許可の申請又は届出に係る期限の緩和

【従前】 事前または法で定まった期日までに県または奈良市に提出

【通知】 開設予定者に一定の実績があり、医療法に規定する義務（施設・人員・構造設
備基準、医療安全等）を行うことが可能であると県（奈良市）が確認できれば、
診療所の開設にかかる許可の申請または届出は適切な時期に事後的に行うこ
とが可能。 ⇒新たに診療所を一時的に開設しようとされる際は、事前にご相談ください。
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【通知】 個人が開設する診療所内でコロナワクチンの接種を実施する場合や地域にお
けるコロナワクチンの迅速な接種体制確保のために設置する診療所の運営に
係る業務に従事するため、現に開設している診療所の診療時間や診療日を一
時的に変更する場合は、その変更の届出は省略可。

ワクチンの迅速な接種のための体制確保
に係る医療法上の臨時的な取扱いについて②

③ 診療時間等の変更に係る届出の省略※

※医療法人や市町村等が開設する診療所はこの通知にかかわらず届出は不要です。

【従前】 個人が開設する診療所の診療時間や診療日を変更する場合は、一時的であっ
ても法に基づく変更の届出が必要

④ 診療所の構造設備を変更する場合の許可及び届出に係る期限の緩和

【従前】 事前または法で定まった期日までに県または奈良市に提出

【通知】 地域におけるコロナワクチンの迅速な接種体制の確保のための変更であれば、
診療所の構造設備※にかかる変更の許可申請または届出は適切な時期に事
後的に行うことが可能。

※医師等の従業者の定員、敷地の面積、建物の構造、診察室等各室の用途等
2



ワクチンの迅速な接種のための体制確保
に係る医療法上の臨時的な取扱いについて
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ワクチンの迅速な接種のための体制確保
に係る医療法上の臨時的な取扱いについて

 

 ５．実施スケジュール 

（記載上の注意点）  

１． 本計画書は、おおむね１ヵ月から３ヵ月毎に所轄の保健所に提出すること。 

２． 本計画書には、奈良県内で実施する巡回健診のみ記載すること。 

３． 本計画書はＡ４サイズとする。 

４． 移動健診等施設の利用をする場合は、有に〇をし、台数を記載すること。使用しない場合には、無に〇をすること。 

（実施上の留意点） 

１． 実施主体の既存の医療機関における通常の診療に支障が生じさせないこと。 

２． 実施するにあたり、衛生上、防火上及び保安上安全と認められる場所を選定し、清潔保持および医療安全に留意すること。 

３． 実施責任者は、医療法及びこれに基づく法令の管理者に関する規定に則って巡回健診等を管理すること。 

実施年月日 施設名 
実施場所の 

住   所 

健康診断等の項目、予防接種の種類

又は採血に係る検査の種類 

医師又は歯科医師である 

実施責任者の氏名 

移動健診等施設について

(注４) 

     有（  台）無 

     有（  台）無 

     有（  台）無 

     有（  台）無 

     有（  台）無 

     有（  台）無 

巡回健診等 実施計画 （様式例２ページ目） 場所毎に実施責任者を
定めて計画を立てます。
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○ 診療所の開設に係る届出においては、診療所に従事する医師の免許証の写しを
添付します。（医療法施行規則第３条第１項第３号）

○ 届出の際には、診療所に従事する医師の履歴書の添付は不要です。

※管理者に関しては、免許証の写し、平成１６年４月以降医師免許取得者は臨床研修修了登録証の写しの
添付をもとめるととともに、管理者兼任を確認するため履歴書の提出をお願いしています。

ワクチンの迅速な接種のための体制確保
に係る医療法上の臨時的な取扱いについて

地域におけるコロナワクチンの迅速な接種体制の確保のために開設する
診療所の開設に係る届出は、以下のとおり取り扱います。

（令和３年２月１０日付け地医第４６１号奈良県医療政策局長通知）

○ 開設の届出は、令和３年２月１日付け厚生労働省医政局総務課事務連絡（※）のと
おり、適切な時期に事後的に行うことが可能です。（「②新たに診療所を開設する場合
の許可の申請又は届出に係る期限の緩和」を参照）

※ 「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの迅速な接種のための体制確保に係る医療法上の臨時的
な取扱い（その２）」（令和３年２月１日付け厚生労働省医政局総務課事務連絡）

本件に関するお問い合わせは、奈良県 地域医療連携課 医療管理係まで（0742-27-8653)

奈良市内については、奈良市保健所保健衛生課医事薬事係まで（0742-93-8395) 5


